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はじめに 
 
 
 
 

 本報告書は、平成 26 年度より平成 28 年度まで、国立社会保障・人口問題研究所（社人

研）創立記念として行われている「社人研資料を活用した明治・大正・昭和期における人口・

社会保障に関する研究」プロジェクトの平成 27 年度報告書である。平成 26（2014）年は昭

和 14（1939）年に設立された厚生省人口問題研究所（人口研）の 75 周年、平成 27（2015）

年は昭和 40（1965）年に設立された社会保障研究所（社保研）の 50 周年、平成 28（2016）

年は平成 8（1996）年の人口研と社保研統合による社人研設立の 20 周年である。 

 平成 27 年度は、社人研内の有志、所外委員による、人口と社会保障に関わる多角な視点

の研究発表を、ほぼ毎月 1 回のペースで行った。並行して、『舘文庫』の整備や、人口研の

出版物、財団法人人口問題研究会、人口問題審議会の資料整理も行った。 

 戦前の人口政策に関する研究からスタートしたこのプロジェクトも、時代の幅は戦後に

広がり、社会開発、国土開発、経済計画といった切り口も加味されてきている。未来を考え

るために過去の経験を知り、日本がたどった道筋を客観的に見つめることでその知見を発

信することもできるだろう。継続的に研究を行い、さらに今後、国内外の関係諸氏のご助言、

ご参画を仰ぎたいところである。 
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2.平成 27 年 5 月 20 日報告 
「戦後日本の経済計画における社会保障政策の観点」 

金子能宏（国立社会保障・人口問題研究所政策研究連携担当参与） 
 
 第 2 次世界大戦の終戦から 70 年を経た今日、少子高齢化の進行の下で日本経済の成長を持続しなが

ら、増大する社会保障・社会福祉へのニーズに対応する政府の取り組みが重要な課題となっている。成

長戦略を練るために、1991 年のバブル経済の崩壊後の長きにわたる低成長の時期、マイナス成長の時期

について再考することが、近年行われてきたが、第 2 次世界大戦直後の日本経済の縮小と荒廃は、これ

らの時期以上に厳しいものであった。第 2 次世界大戦直後、一人当たり GDP は戦前の 1940 年代と比べ

て 47%にまで低下し、終戦直後から、GHQ の下で三大経済民主改革を進めるとともに価格統制や傾斜

生産方式等の重点施策により日本経済を復興させることが最重要課題となった。この時期以降、政府は、

内閣ごとに経済計画を立案し、各計画の理念と重点施策を用いて日本経済の復興と成長に取り組んだ。

これらの経済計画とその中で指摘されるようになった国民生活向上のための社会保障の必要性を再認

識することは、少子高齢化による成長率の低下という厳しい状況の下で、今後も日本経済の成長と子育

て支援やワークライフバランス等の人口問題に関連する施策を含む社会保障の発展を図っていくこと

の根拠となる。 

本研究では、このような問題意識から、昭和 30 年(1955 年)「経済自立 5 カ年計画」から昭和 63 年

(1978 年)「経済経営 5 カ年計画」に至る 11 の経済計画（以下に列挙した計画）の内容について『館文

庫』の原典資料を用いて計画毎に検討すると共に、館稔博士が経済計画の原典資料に記入したメモに着

目して、経済計画の中で人口問題に関連する家族計画や社会保障に関連する雇用政策・所得再分配政策

が認識され、後の経済計画になるほどその重要性がましていったことをエビデンスに基づいて考察する。 

・「経済自立 5 カ年計画」（昭和 31-35 年度）  ・「新長期経済計画」（昭和 33-37 年度） 

・「国民所得倍増計画」（昭和 36-45 年度）   ・「中期経済計画」（昭和 39-43 年度） 

・「経済社会発展計画」（昭和 42-46 年度）   ・「新経済社会発展計画」（昭和 45-50 年度） 

・「経済社会基本計画」（昭和 48-53 年度）   ・「昭和 50 年代前期経済計画」（昭和 51-55 年度） 

・「新経済社会 7 カ年計画」（昭和 54-60 年度）  

・「1980 年代経済社会の展望と指針」（昭和 58-65 年度） ・「経済経営 5 カ年計画」（昭和 63-67 年度） 

経済計画の後半の時期は、財政政策・公共事業によって経済成長を促進することは、公共投資による

交通・港湾・公共施設等の社会共通資本の整備と重なることから、計画の立て方も経済計画よりも国土

総合開発計画に重点を移していった。その結果、内閣ごとに経済計画をたてることは昭和 63 年「経済

経営 5 カ年計画」で終わることとなった。 

ここに至る多くの経済計画の中で、館稔博士は、昭和 30 年(1955 年)「経済自立 5 カ年計画」で「社会

保障の強化」が一項目とされその中で「家族計画の普及徹底」が指摘されていることを示している。ま

た、昭和 40 年(1965 年)「中期経済計画」では「社会資本の整備」と「社会保障の充実」が独立した項目

としてあげられていたことを指摘している。 

少子高齢化の進行の下で経済成長と増大する社会保障に対するニーズに応える政策を共に進めるこ

とが重要な課題となっている今日、戦後の経済復興・成長と社会保障の整備・拡充を、内閣毎に経済計

画という政府一体の方針と政策の重点項目を示して進めてきた経験は、現在もなお貴重な示唆を示して

いる。 
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1

東アジアの長期人口変動

1

鈴木 透

2

日本の自然動態率（1872～1943年）

森田優三『人口増加の分析』1944
高津英雄「明治年間に於ける我国人口増加の一分析(一)」日本統計協会雑誌第8号,1946
高津英雄「明治年間に於ける我国人口増加の一分析」統計,第12号,1948
高津英雄「明治五年以降我国人口の推計」統計局研究彙報創刊号,1950
（舘稔「戰後の日本人口」毎日新聞社人口問題調査会編『日本の人口問題』1950より）
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日本の人口増加率と自然増加率（1872～1943年）
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5

台湾の自然動態率（1906～43年）

溝口敏行編著『アジア長期経済統計１ 台湾』東洋経済新報社, 2008
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台湾の人口増加率と自然増加率（1906～43年）

溝口敏行編著『アジア長期経済統計１ 台湾』東洋経済新報社, 2008
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朝鮮の朝鮮人人口（1910～44年）
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朝鮮の自然動態率（1905～43年）

金哲『韓国の人口と経済』岩波書店, 1965
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Kwon, Tai Hwan, et al., The Population of Korea, Seoul National University, 1975
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出国朝鮮人人口（1910～45年）
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中国の自然動態率（中華人民共和国建国以前）
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日本の自然動態率（1947～2013年）

人口動態統計
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日本の人口増加率と自然増加率（1947～2013年）

現在推計人口、人口動態統計
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日本の人口増加率と自然増加率（1947～2013年）

人口統計資料集
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台湾の自然動態率（1947～2014年）

溝口敏行編著『アジア長期経済統計１ 台湾』東洋経済新報社, 2008
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台湾の人口増加率と自然増加率（1947～2013年）

内政部編印『人口政策資料彙集』中華民國九十八年十月出版
（2008年までは金馬地区を除く。2009～13年は台湾全体の率）
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韓国の自然動態率（1945～2014年）

1952～66年は韓国・人口問題研究所「人口動態統計改善法案」『人口問題論集』第5号,1967.
1970年以後は韓国統計庁ポータル(KOSIS)
Kwon, Tai Hwan, et al., The Population of Korea, Seoul National University, 1975.
United Nations Population Division, World Population Prospects 2013 Revision.
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韓国の人口増加率と自然増加率（1945～2013年）

1959年までの人口増加率は公表値に基づく。1960年以降はKOSISによる。
Kwon, Tai Hwan, et al., The Population of Korea, Seoul National University, 1975.
United Nations Population Division, World Population Prospects 2013 Revision.
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北朝鮮の人口増加率（1945～2010年）

김두섭, 최민자, 전광희, 이삼식, 김형석『북한인구와인구센서스』통계청, 2011.
文活一『朝鮮民主主義人民共和国の人口変動－人口学から読み解く朝鮮社会主義』明石書店, 2011
United Nations Population Division, World Population Prospects 2013 Revision.
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北朝鮮の自然動態率（1945～2014年）
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United Nations Population Division, World Population Prospects 2013 Revision.
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中国の自然動態率（1949～2013年）

1949～77年は石南國「中国人口の分析」小林和正・吉田忠雄編『ソ連・
東欧と中国の人口問題』1991による。1978年以降は中国統計年鑑2014年
版による。
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中国の人口増加率と自然増加率（1949～2013年）
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東欧と中国の人口問題』1991による。1978年以降は中国統計年鑑2014年
版による。
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東アジアの粗出生率（1900～2014年）
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東アジアの粗死亡率（1900～2014年）
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東アジアの従属人口比（1900～2010年）
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15～64歳人口の増加率（1900～2010年）
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日本の都市のランク＝サイズ（1930年）
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日本の都市のランク＝サイズ（2010年）
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朝鮮の都市のランク＝サイズ（1930年）
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韓国の都市のランク＝サイズ（2010年）
ソウル

釜山
仁川大邱

大田

4

4.5

5

5.5

6

6.5

7

0 0.5 1 1.5 2

人
口
（
対
数
）

順位（対数） 32

北朝鮮の都市のランク＝サイズ（2008年）

平壌

咸興清津

南浦

4

4.5

5

5.5

6

6.5

7

0 0.5 1 1.5 2

人
口
（
対
数
）

順位（対数）

30



9

33

台湾の都市のランク＝サイズ（1940年）
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台湾の都市のランク＝サイズ（2010年；合併前）
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首位の大都市の対数人口－切片
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4. 平成 27 年 7 月 24 日報告 
「戦時期日本における人口問題の政策的位置について」 
高岡裕之（関西学院大学文学部文化歴史学科教授） 

 
 日中戦争期の日本では、「人口政策確立要綱」（1941 年 1 月閣議決定）に代表される人口増殖政策が

登場する。しかし、戦時期日本の人口政策は、人口の再生産過程に介入するという一般的な意味での

人口政策の枠組みにとどまらない、人口問題に関連する複数の政策体系の束として存在した。 

 戦時人口政策の直接の前提は、満州事変後における人口学の発展である。この時期、上田貞次郎

は、日本人口に対する統計学的検討を進め、日本における人口増加の多くが実は農村で生じているこ

とや、人口増加数の拡大にもかかわらず、日本社会もすでに「多産多死」型から「少産少死」型の社

会へと移行しつつあること、それゆえそう遠くない将来、日本の人口増加は停止するであろうことな

どを明らかにした。こうした上田の研究の政策的含意は、当時の「過剰人口問題」対策としての工業

化・都市化の推進、それを可能にする自由通商主義の主張（反ブロック経済）であった。 

 しかし日中戦争に伴う軍需工業化は、「過剰人口問題」を解消させ、「人的資源」の配置と保全の重

要性を説く生産力主義的「戦時社会政策」論（大河内一男）が、国家総動員の論理として台頭する。

これに対し、1939 年に人口問題研究所を設置するなど、人口問題を政策課題に加えた厚生省では、舘

稔を中心に、人口増殖政策の必要が主張されるようになった。舘は、戦争が推進する工業化・都市化

（＝農業人口の減少）は、日本民族人口の発展力喪失を導くとし、工業部門への「人的資源」の再配

置を説く生産力主義的「戦時社会政策」論に対抗し、民族主義的人口政策の確立を主張した。 

 同時期に人口問題が大きな論点となったのは、農業政策の分野であった。日中戦争期の農業政策論

をめぐっては、労働生産性の向上を説く東畑精一らの生産力主義的農業再編論（農業近代化論）と、

日本民族人口維持の課題を前面に押し出し、従来の小農維持政策の堅持を説く大槻正男らの議論が真

っ向から対立した。満州移民問題は、人口政策論と農業政策論の結節点となり、人口政策グループと

小農保護論者は、連携して農業近代化論者に対抗した。 

 1940 年の近衛新体制により、民族主義的人口政策はイデオロギー的に優位に立った。「人口政策確立

要綱」に盛りこまれた、「日満支ヲ通ジ内地人人口ノ四割ハ之ヲ農業ニ確保ス」る方針は、農業人口比

率の現状維持を表明したものであった。この方針の具体化が期待されたのが国土計画であり、舘は企

画院調査官を兼任し、人口政策面での国土計画立案に参画した。かくして人口増殖力維持のための農

業人口の保全という政策目標は、アジア・太平洋戦争期の大東亜建設審議会「大東亜建設ニ伴フ人口

及民族政策」や企画院の国土計画構想、農林省の皇国農村確立運動においても基本目標として位置づ

けられた。 

 その他、戦時人口政策には、異民族対策としての「民族政策」という領域が付随していた。戦時人

口政策には、戦時期固有の広がりと内容が存在していたのである。 
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5.平成 27 年 10 月 27 日報告

「戦後日本における人口政策論の展開」

杉田菜穂（大阪市立大学経済学部准教授）

今日であれば「出生率の回復が望ましい」というように、政策立案者の人口に対する問題意識は、人

口状況に応じて変化して今日に至っている（下図、参照）。戦後の日本にかんしていえば、1950 年代の

日本が経験した急激な出生率の低下が 1960 年代に出生抑制論議（妊娠・出産・育児の計画化）の終息

をもたらした。それ以降は人口問題をめぐる国内的な論議は低調な時期が続き、1990 年代に落ち込み

過ぎ出生率をめぐって家族政策論議（妊娠・出産・育児の社会化）が興隆した。

時期区分 出生率 高齢化率 行政課題 キーワードなど

1950年代 3.65 4.9 人口過剰 家族計画 妊娠・出産・育児の計画化

1960年代 2.00 5.7 過疎・過密化

人口資質向上

地域開発

社会開発

1970年代 2.13 7.1 高齢化

1980年代 1.75 9.1 

1990年代 1.54 12.0 少子化 家族政策 妊娠・出産・育児の社会化

＊各時期区分における（合計特殊）出生率・高齢化率は、それぞれ 1950、1960、1970、1980、1990 年

のもので代表させた。（筆者作成。）

日本の人口論議をリードしてきた人口問題審議会の問題意識に転換がみられたのは、1970 年代であ

る。1974 年の黒田俊夫（当時、厚生省人口問題研究所所長）は、日本人口の変動をめぐって 1974 年を

境にそれまでを第一期（人口要因が経済・社会の発展に促進的な効果をもっていた）第一期それ以降を

（人口要因が経済・社会の発展に阻害的な効果をもつ）第二期と把握した。当時の黒田が第二期に入っ

たとみなした 1970 年代には、国内的な人口問題をめぐる議論の「福祉」の文脈への置き換えが進んだ。

この経過を踏まえて、1990 年代に至るまでの戦後日本における人口政策の概念規定をめぐる議論（具

体的には、以下の７つ）を取り上げた。

Ⅰ 寺尾琢磨「人口政策の概念を規定する」（1955 年） 

Ⅱ 南亮三郎「人口政策と経済＝および社会政策」（1968 年） 

Ⅲ 吉田忠雄「人口思想と人口政策－とくに福祉政策と人口政策について－」（1971 年） 

Ⅳ 岡崎陽一「人口政策の現状と目標」（1980 年） 

Ⅴ 河野稠果「人口政策の諸課題」（1980 年） 

Ⅵ 黒田俊夫「人口政策論－その展望と総合への展望－」（1982 年） 

Ⅶ 小島宏「出生政策と家族政策の関係について」（1985 年）   

アカデミズムにおける人口政策の概念規定をめぐる議論は、1960 年代で終息をみた。それ以降は、

「総合化」「総合的」といった言葉を用いて人口政策のあり方が議論されていたことがわかった。
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6.平成 27 年 11 月 24 日報告 
「スライド制の再考」 

山本克也（国立社会保障・人口問題研究所社会保障基礎理論研究部第 4 室長） 
 

 マクロ経済スライド制の導入が一つの契機となり、一部では年金のスライド制に関心が高まって

いる。 

 スライド制は年金給付水準の実質的価値を維持するものとして位置づけられ、我が国でのその考

え方もルーツは、電産型賃金体系の特徴の 1 つであった年齢別最低保障賃金に基づくスライド制

も、1948 年 4 月の 取り組みから、平均賃金をベースにしたスライド制へと転換していった（連

合総研：2012,p17）。 

 そもそも、年金給付水準をどの程度に設定するべきかという問題は、皆年金前夜に議論が多くな

された。1958（昭和 33）年に出された社会保障制度審議会の『国民年金制度に関する答申』を読

むと、国民年金の給付水準は生活扶助の基準による最低生活の保障を目標とするとある。生活保

護制度の改定には一般生活水準の向上に連動した「格差縮小方式」が用いられたが、国民年金の

給付水準は 5 年に 1 度の「財政再計算」で改定されるのみだったので、国民年金支給額と生活保

護給付の差は拡大の一途を辿った。基礎年金が基礎的消費支出を支える存在であることが明記さ

れ始めたのは、「・・公的年金は老後の所得保障の柱であり、老後の生活のたしかな支えとならな

ければならない。しかし、公的年金は老後の生活の全部を支えるものではない。（中略）働ける間

の稼動収入はもちろんのこと、老後に備えた個人の貯蓄や私的年金、資産収入、それから親族扶

養もまた老後の生活を支える重要な手段である。しかも基礎年金は公的年金の全部ではなく、一

階部分の年金であり、サラリーマンのみならず自営業者にも共通する年金である。（吉原 

1987）」とあるように、まさに基礎年金の導入時である。  

 一方、報酬比例部分の性格は従前所得の保障にあり、したがって、厚生年金保険の給付水準の議

論には所得代替率が使用されている。 

 社人研の資料室にある、「月刊・週刊 社会保障（研究所の最古のものは 1953 年）」，「共済新報

（研究所で廃棄されたものを拾う、最古は 1957 年）」の目次で“年金”という言葉が出ている

“記事”，“論文”をコピーして文献を読み込んだ結果、 

1. アクチャリーから賃金スライドの提言 

2. 世界の趨勢を受けて、厚生省も動き出す 

3. 財政再計算時の改定（1 万円年金、2 万円年金、5 万円年金）を政策スライドと厚生省（当時）が呼

び出す。ILO102 号条約・外国との比較で給付水準は上昇（経済成長も背景） 

政治の動きも大切なので、機会があれば、その分野も当たってみたい。 

 

吉原健二（1987）『新年金法 61 年金改革・解説と資料』全国社会保険協会連合会 
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8.平成 28 年 1 月 14 日報告 
「第二次大戦期以前の台湾の衛生・福祉関係の制度の変遷」 

小島克久（国立社会保障・人口問題研究所 国際関係部第 2 室長） 
 

１．本研究の目的 

 本研究の目的は、国立社会保障・人口問題研究所が舘文庫などで保有する第 2 次世界大戦前の台湾に

関する資料収集をもとに、第 2 次世界大戦期以前の台湾における医療や福祉制度の変遷に関する状況の

把握である。これにより、筆者が研究を進めている台湾の社会保障の参考になる知見を得ることが期待

できる。 

 

２．研究の方法 

 舘文庫を含む国立社会保障・人口問題研究所が所蔵する資料の検索、これをきっけかとして外部資料

の収集を行った。また、インターネットで公開されている資料も適宜も利用するとともに、筆者がこれ

まで収集した文献資料も適宜活用した。これをもとに、台湾総督府が整備した医療、福祉に関する制度

の変遷についてまとめるとともに、特に法令の内容が入手できた「窮民救助規則」、「台湾罹災救助基金

規則」の概要をわが国の対応する法律との対比をまとめることを試みた。 

 

３．結果 

（１）台湾の医療・福祉制度の変遷 

 台湾に総督府が設置された直後である 1895 年から 1900 年の間に多くの制度が導入された。まず、

1896 年には、台湾阿片令（日本の阿片禁止令を台湾に適用）、台湾阿片暫禁止令、台湾医業規則及び公

医規則、伝染病予防規則が制定された。1898 年には、災害救助の基金の規則である台湾罹災救助基金

規則、台湾版の恤救規則である台湾窮民救助規則が制定された。また同じ年には、清国時代の福祉施

設である萬華養斎院の救済事業を継承する一方で、1899 年には総督府台北病院が開設された。なお、

日本では、「恤救規則」は 1874 年に制定され、「罹災救助基金法」は 1899 年に制定されている。台湾

の対応する制度は、前者は日本より 20 年以上遅く、後者は日本とほぼ同じ時期に制定された。 

1901 年から 1912 年（20 世紀初めから明治時代が終わるまでに相当）の間にも各種の規則が導入さ

れた。医療関係者の不足を背景に、台湾人の漢方医等を対象に免許を与える台湾医生免許規則が 1901

年に導入され、1902 年には 1903 人に免許が交付された。その他に、狂犬病予防規則（1903 年）、台湾

種痘規則（天然痘対策、1906 年）、墓地火葬場及び埋火葬場取締規則（1906 年）、台湾浮浪者取締規則

（1906 年）などが導入された。特に、台湾浮浪者取締規則では、「庁長は、一定の住居又は生業を有せ

ず、公安を害し又は風俗を紊す虞があると認められた本島人に対して、定住又は就業を戒告すること

ができる。その効果がないときには、定住又は就業を命令し、必要な拘束を加えることができる」も

のであった。一方、総督府花蓮港医院、総統府阿緱（屏東）医院が 1910 年に開設され、英領カナダ長

老基督教会派が運営する台北馬偕医院も 1912 年に開設された。 

1913 年から 1926 年（大正時代に相当）の間は、マラリア予防規則（1913 年）、伝染病予防令（予防

接種の義務化、1914 年）の制定の他、総督府は私設社会事業への助成金の交付を 1922 年に行った。対

象はキリスト教会経営の医院、孤児院等 7 ヵ所であった。また、1914 年には総督府台湾孤児院、総督

府高雄医院が高雄に開設された。 

1927 年から 1945 年（昭和の初めから第 2 次世界大戦まで）の間は、1928 年の台湾阿片令の改正（台
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湾吸食所の開設・維持を禁止）、1929 年の薬剤師法施行規則の制定、1931 年の台湾産婆学校及び産婆

講習所規程の制定があった。その他に、1930 年の総督府ライ療養所楽生園が落成した（用語は当時の

まま）。

（２）台湾の「窮民救助規則」と「台湾罹災救助基金規則」の概要

台湾の「窮民救助規則」は、単身で就業ができない障害者、重病の者、高齢者、13 歳未満の者を対象

に、台湾総督府が定める内容の給付を行う、救貧対策の規則である。給付は食料費、被服費、治療費で

あり、1920 年改正の制度では現金で支給する内容になっている。財源は台湾の地方当局の予算でまかな

うことになっている。わが国の「恤救規則」に対応する制度であり、対象者を限定しているところは共

通している。一方で、わが国の「恤救規則」は、米を代金に換算して支給する、という内容であり、給

付に違いがある。

台湾の「台湾罹災救助基金規則」は、災害に遭った者に給付を行うための規則である。給付は 6 種類

（避難所費、食料費、被服費、治療費、小屋掛費、就業費）であり、財源は台湾の地方当局が設置する

「罹災救助基金」である。わが国の「罹災救助基金法」とほぼ同じような内容となっている。

４．考察 

台湾の医療・福祉制度は台湾総督府が置かれた直後に多くの規則が整備され、その傾向は大正時代に

相当する 1926 年代半ばまで続いた。また、「窮民救助規則」や「台湾罹災救助基金規則」に見られるよ

うに、わが国の対応する法律と制度内容が類似する制度も導入されている。また、清朝時代からの施設

の継承、病院や孤児院の整備も進められたところである。台湾総督府の医療や福祉政策がどのように機

能したかを検証できると考えている。
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9.平成 28 年 2 月 25 日報告

「「東亜共栄圏」構想における厚生省人口問題研究所の役割」

今井博之（国立社会保障・人口問題研究所 国際関係部主任研究官）

第 2 次近衛内閣が「人口政策確立要綱」を閣議決定した 1941 年 1 月の時点では、「東亜共栄圏」の建

設は長期的な国家目標であったが、同年 12 月の対米開戦以降は戦争の趨勢に直結する喫緊の課題とな

った。これにともない、厚生省の研究機関である人口問題研究所の役割も、短期的視点から「東亜共栄

圏」の建設に資するものになっていったと考えられる。本報告では、刊行物の分析により、人口問題研

究所の役割が民族を中心概念とするものになったことを明らかにする。

1942 年、「大東亜建設民族人口資料」を続々と発行した後、人口問題研究所は 11 月に厚生省研究所人

口民族部となる。1943 年 7 月には厚生大臣官房総務課が 3 分冊の『大和民族を中核とする世界政策の検

討－特に民族人口政策を中心として－』を発行したが、編集にあたったのは厚生省研究所人口民族部で

ある。これらの内容は、主として東アジアおよび周辺地域の民族に関する基礎的な情報であり、各地を

占領した後でも日本人に対する啓蒙が必要であったことが窺われる。

これらの刊行物には、当時の占領政策に直結するような民族政策を扱った部分もある。「大東亜共栄

圏」は、欧州経済圏、アメリカ経済圏、ソビエト連邦と並ぶ広域経済圏と位置づけられ、その結合のた

めに民族政策が必要であるとされている。民族の概念を強調することにより、異なるものを同じとみな

す「同化主義」が戒められており、「大和民族」の生活空間の確保が相対的に重要であることも述べられ

ている。

アジアに含まれないオーストラリアおよびニュージーランドにも相当の関心が寄せられている。これ

らは、少数の本国人が原住民を搾取するような植民地とは異なるとされており、多数の本国人が住む「移

住植民地」と位置づけられている。移民排斥をめぐるオーストラリアへの反感もみてとれる。

「東亜共栄圏」の構想は戦況の悪化とともにゆきづまる。1945 年の敗戦の後、人口問題研究所は 1946

年 5 月に独立し、国内の人口問題に取り組んでいくことになる。
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10. 平成 28 年 3 月 10 日報告

「戦後日本の国土計画と地域開発―人口問題との関連を中心に―」

高岡裕之（関西学院大学文学部文化歴史学科教授）

 戦時期の国土計画は、同時期の人口増殖政策の一翼を担うものでもあったが、「全総」に代表される

戦後の国土計画もまた、異なる文脈において人口問題と強く結びついていた。

戦後の国土計画の起点は、1950 年制定の「国土総合開発法」であるが、同法のモデルとされたのは

アメリカの TVA であり、戦時期の「国土計画」とは異なる性格を持っていた。また同法制定の背景に

は、敗戦後、深刻の度を増した「過剰人口問題」があり、その対策として国土開発が急務とされてい

た。それゆえ「国土開発」とは未開発資源、「後進地域」の「開発」を意味した、

その後 1950 年代半ばになると、人口問題関係者を中心に、戦後ベビーブーム世代の雇用対策が急務

であることが提起される。1955 年策定の「経済自立五カ年計画」に始まる長期経済計画の主眼とされ

た「完全雇用」の達成とは、こうした背景を持つもので、その打開の方向は重化学工業を中心とする

工業化による「経済成長」に求められた。その決定版たる「国民所得倍増計画」（1960 年）は、限りあ

る財政を有効に活用するため、「太平洋ベルト地帯」への重点投資方針を打ち出した。しかしこれに対

する地方の反発は強く、政府は地域格差の拡大防止を掲げ、1962 年、全国総合開発計画（一全総）を

決定し、また新産業都市建設促進法なども制定された。こうして 1960 年代の「開発」は、もっぱら工

業開発を意味するものへと転換した。

このような「開発」のあり方を批判したのは、舘稔ら人口問題関係者であった。舘らは当時生じて

いた急激な人口流動の基底に生活水準の格差を見いだし、経済開発一辺倒の地域開発政策に対して

「社会開発」の必要性を提唱した。この「社会開発」のコンセプトは、佐藤栄作内閣の「中期経済計

画」（1965 年）、「経済社会発展計画」（1967 年）などに組み込まれ、1969 年の「新全国総合開発計画」

（二全総）でも柱の一つとされた。この方向をさらに押し進めたのが田中角栄であり、「人びとが農山

漁村で都市と同様の文化を楽しみ、都市施設の便益を受けられるようにする」ことをうたった『日本

列島改造論』（1972 年）は、「社会開発」の理念をわかりやすく説いた政策文書でもある。また田中内

閣が決定した「経済社会基本計画」（1973 年）は、長期経済計画として初めて「人口の再配置」に言及

した。田中内閣は、こうした構想を実現すべく強力な「国土総合開発庁」設置を目ざし、1974 年、国

土庁が誕生した。

1977 年、国土庁によって作成された第三次全国総合開発計画（三全総）は、東京・大阪圏以外への

人口の定着をはかる「定住構想」を掲げ、「定住圏」たる地方都市・農山漁村の生活環境整備を重視し

た。また 1987 年策定の第四次全国総合開発計画（四全総）は、「東京一極集中」を是正し、「東京圏か

ら地方圏へ人口が純流出となること」を目標に掲げた。

敗戦後の「過剰人口問題」対策＝資源開発から出発した戦後国土計画は、1970 年前後の時期を転機

として、「社会開発」を含む地域人口対策へと変化したのである。
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お問い合わせは、

www.ipss.go.jp /mail/sendmail/mail.html 
よりお願いします。
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